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前計画の「富士市まちづくり活動推進計画」を策定する際、計画内容が市民生

活に密着したものであり、市民の皆様により親しみと興味を持っていただけるよ

う、計画の愛称を「地域の力こぶ増進計画」としたものです。 

愛称は、市民に広く定着していることから、本計画においても継承することと

しました。 

愛称：地域の力こぶ増進計画とは 



 

第１章 新・富士市まちづくり活動推進計画とは 

 

1 富士市のまちづくり活動 

(1) まちづくり活動とは 

 本計画のまちづくり活動とは、富士市地区まちづくり活動推進条例で定義さ

れた地区まちづくり活動を指し、「地域＊１の暮らしをより充実させていくた

め、地域住民が積極的に参加し、主体的に行動すること」としています。 

 

(2) 本市の地区*１を単位とする地域コミュニティ 

本市においては、古くから小学校区単位に公民館を設置し、ここを地域活動の

拠点として、様々な住民団体による地区まちづくり活動が活発に展開されてきた

歴史があります。 

本計画では、本市で日常的に行われている、概ね小学校区の通学区域を範囲と

する「地区」を単位とした、まちづくり活動を対象とすることとして、その活動

のさらなる活性化に向けた方策について検討します。 

 

【まちづくり協議会】 

平成26(2014)年に各地区で設立されたまちづくり協議会は、平成28(2016)

年11月に制定した「富士市地区まちづくり活動推進条例」によって位置付け

られ、様々な分野における地域課題の解決に向けて、参画する団体・推進委

員等の部会活動の調整を行い、活発な活動を促進していくなど、多くの役割

が求められています。 

 

【町内会・区（自治会組織）】 

町内会・区は、一定の地域を単位として、住民同士の自由な意思によって結

成される任意の団体です。町内会・区の活動は、地域コミュニティを支えてい

る最も基礎的な組織です。 

本市では、26 地区に 388 の単位町内会・区が組織されており、その上部組

織として富士市町内会連合会が設立されています。連合会は、本市の主要な団

体として行政及び各種の地域活動団体間の連絡調整を図りながら、お互いに協

力し合って住みよい地域コミュニティの実現をめざし、それぞれの地域にふさ

わしい活動の推進を図っています。 
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【地区団体】 

地区や町内会・区を単位とした、防災、交通安全、防犯などの安全・安心

分野や、青少年育成、子育て支援、健康づくり、高齢者支援などの福祉分

野、環境美化、ごみ対策などの環境分野などで、団体が組織されています。 

また、行政から委嘱を受けた民生委員・児童委員などの各種推進委員も、

まちづくり協議会の中で部会に参画し、情報共有や連携を図りながら活動し

ています。 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図表 1は、地域コミュニティを構成する団体の関係図ですが、地区やまちづくり

協議会に関わらずに活動する団体も存在します。 

 

 

 

 

 

地域コミュニティ 

地区 

まちづくり協議会 

地区団体 

町内会・区 

図表 1 地域コミュニティの構成要素 
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(3) 富士市のまちづくり活動のあゆみ 

本市の各地区におけるまちづくり活動は、図表 2 まちづくり活動年表のとお

り、市内 26 地区において住民との協働でまちづくり活動の推進体制を整備する

とともに、富士市まちづくり活動推進計画や富士市地区まちづくり活動推進条例

に基づく地区ごと特徴のある活動を推進してきました。 

 

 

 

年度 

(西暦) 
取組内容 

昭和 59 年 

(1984) 

「ふじ 21 世紀プラン」の策定に伴い「地域の問題は地域住民が中

心になって取り組む」という考えで地区別計画を作成するため、

20 地区に「まちづくり会議」発足 

地区別計画が各地区で完成し、「まちづくり会議」解散 

昭和 61 年 

(1986) 

「ふじ 21 世紀プラン」の発行に伴い、住民が主体となって市内 14

地区において各地区「まちづくり推進会議（会）」設立 

平成 20 年 

(2008) 

富士川町との合併により、市内 26 地区において「まちづくり推進

会議（会）」設立 

組織改正により「公民館」から「地区まちづくりセンター」へ名称

変更し、4 ブロック（中部、東部、西部、南部）から 6ブロック（中

部、東部、北部、南部、西部、北西部）に変更 

平成 24 年 

(2012) 

「富士市まちづくり活動推進計画」 

（地域の力こぶ増進計画：第 1次実施計画）施行 

平成 26 年 

(2014) 

市内 26 地区において「まちづくり推進会議（会）」が解散され、

「まちづくり協議会」設立 

平成 28 年 

(2016) 

「富士市地区まちづくり活動推進条例（富士市地区まちづくり条

例）」施行 

平成 29 年 

(2017) 

「富士市まちづくり活動推進計画」 

（地域の力こぶ増進計画：第 2次実施計画）施行 

 

 

 

 

 

 

図表 2 まちづくり活動年表 
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図表 3 富士市 26 地区区域図 
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2 計画策定の趣旨 

 

富士市では、概ね小学校の通学区域において、多くの市民の参画の下、住民主

体の地区まちづくり活動が活発に行われてきました。こうした本市独自の地区ま

ちづくり活動による様々な取組により、身近な地域における人と人の繋がりが強

まり、高い地域力が形成されてきました。 

このような背景の中、平成 28（2016）年 11 月に制定した「富士市地区まちづ

くり活動推進条例」では、「地域の課題は地域が解決する」という地区まちづく

り活動の意義を市民一人ひとりが認識するとともに、まちづくり協議会と行政が

連携して地域コミュニティの活性化に取り組んでいくことが重要であるとして

います。 

これからの地区まちづくり活動を進めるためには、町内会・区をはじめとする

地区団体から構成され、各地区の目標像の実現に向け「まちづくり行動計画」を

策定したまちづくり協議会が、課題解決を図る地区まちづくり活動を主体的に推

進していくことが不可欠です。 

また、「地域の課題は地域が解決する」という考えに基づき、より良い地区の

将来に向けた事業を、地区が自ら財源や権限を持って運営していくことが重要で

あると考えます。 

さらに、これまでの地区に対する一律的な支援から、各地区の特性に応じたき

め細かな支援を提供する、地区に寄り添った伴走支援への移行が必要です。 

富士市まちづくり活動推進計画第 2次実施計画の計画期間の終了にあたり、ま

ちづくり協議会と行政がまちづくりのパートナーとして適切な役割分担により

課題を解決していく地域内分権を目指し、新たな富士市まちづくり活動推進計画

を策定します。 

なお、本計画の策定には、未来のあるべき姿を起点として施策を導き出すバッ

クキャスティングの思考法を取り入れました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-5-



 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※伴走支援とは？ 

行政と地域コミュニティの関係（パートーナーシップ）を対等に近づけていくた

めに、従来の行政からの一律的な支援に加え、地区団体と行政が相互の課題と役

割を認識した上で、各地区の特性に応じたきめ細かな支援を提供することを意味

します。 

 

 

 

 

 

行政 

地
域
力 

住民 

第六次富士市総合計画 

富士市まちづくり活動推進計画 

第 1 次実施計画 

第 2 次実施計画 

平成 29(2017)年 

新・富士市まちづくり 

活動推進計画策定 

令和 4(2022)年 

富士市地区まちづくり 

活動推進条例制定 

平成 28(2016)年 

平成 24(2012)年 

パートナー 

シップ
*４ 

地域自治*３ 

従来の支援            伴走支援 

協働のかたち 

・地域運営組織の設立 

・地域内分権の実現 

図表 4 計画策定図 
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3 計画の位置付け 

 

「富士市地区まちづくり活動推進条例」は、基本理念を（1）市民等が自発的

かつ主体的に取り組むこと、（2）市民等がまちづくりの担い手として、等しく参

画する権利を有すること、（3）市民等と市が対等な関係でお互いの役割を理解し

て協働することとしています。 

本計画は、「富士市地区まちづくり活動推進条例」の目的や基本理念を具現化

するとともに、第六次富士市総合計画や他関連個別計画との整合を図り、さらに

は、各地区で策定された地区まちづくり行動計画の下支えとなる計画です。 

また、地区ごとに策定される「まちづくり行動計画」は、「富士市地区まちづ

くり活動推進条例」に基づきまちづくり協議会を中心とした地区団体が主体的に

行うまちづくり活動の根幹となっており、「第六次富士市総合計画」の地区別の

まちづくり行動計画として位置付けられます。 

加えて、本計画では、ＳＤＧｓ＊５の理念の導入とデジタル変革の推進を基本

姿勢として、各施策の推進を図ります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富士市地区まちづくり活動推進条例 

平成 28(2016)年施行 

令和 4(2022)年～ 

新・富士市まちづくり 

活動推進計画 
-地域の力こぶ増進計画- 

下支え 

整合 

第六次富士市総合計画 

令和 4(2022)年～ 

地区別の 

まちづくり行動計画 

位置付け 

 
関連個別計画 
・富士市地域福祉計画 

・富士市男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 

・富士市地域防災計画 

など 整合 

ＳＤＧｓの理念の導入 

デ ジ タ ル 変 革 の 推 進 

整合 

 
 

 26 地区 

行動計画 

令和 4(2022)年～ 
(地区まちづくり活動の根幹) 

基本理念の

実現 

図表 5 計画の位置付け 
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4 計画期間 
 

令和 4(2022)年度から令和 8(2026)年度までの 5年間 

 
本計画の期間は、「第六次富士市総合計画 前期基本計画」の期間と整合を図

り、令和 4(2022)年度から令和 8(2026)年度までの 5年間とします。 

 

 

 
 

 

◆これまでの各計画の期間 

年

度 
H23 
(2011) 

H24 
(2012) 

H25 
(2013) 

H26 
(2014) 

H27 
(2015) 

H28 
(2016) 

H29 
(2017) 

H30 
(2018) 

R1 
(2019) 

R2 
(2020) 

R3 
(2021) 

計

画 

第五次富士市総合計画  

 

富士市まちづくり活動推進計画（愛称：地域の力こぶ増進計画） 

（第１次）平成 24(2012)年～ 

第 1次実施計画 第 2次実施計画 

     各地区まちづくり行動計画（第 1次） 

 

 

◆これからの各計画の期間 

年 

度 

R4 

(2022) 

R5 

(2023) 

R6 

(2024) 

R7 

(2025) 

R8 

(2026) 

計

画 

第六次富士市総合計画（前期） 

新・富士市まちづくり活動推進計画（愛称：地域の力こぶ増進計画） 

（第 2次）令和 4(2022)年～ 

各地区まちづくり行動計画（第 2次） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6 計画期間 
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第 2 章 まちづくり活動推進に向けた課題 

1 まちづくり活動を取り巻く現状 

 

(1) 人口減少の進行・単独世帯の増加 

市内の多くの地区において、人口や世帯人数の減少が進行するとともに、価値

観やライフスタイルの多様化等を背景に、単独世帯の増加が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：実績値「住民基本台帳」／推計値「第六次富士市総合計画」 

 

 

 

 

出典：実績値「住民基本台帳」／推計値「富士市第 6 次総合計画」 

 

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

2016 2021 2026 2031

(世帯数) 単独世帯数(実績値及び推計値)

2

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2.6

2.7

220,000

225,000

230,000

235,000

240,000

245,000

250,000

255,000

260,000

265,000

2011 2016 2021 2026 2031

(人/世帯)(人口)
人口と世帯当たり人数(実績値及び推計値)

人口 世帯当たり人数
人口(実績値) 

人口(推計値)

世帯数(推計値)世帯数(実績値) 
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(2) 地域コミュニティの現状 

本市では、平成 26(2014)年に全地区にまちづくり協議会が設立されました。

まちづくり協議会には、構成団体としてまちづくり活動を行う各種団体が参加し

ており、部会（委員会）制を採用し、地区の特色を生かしたイベントや住民の交

流を図る事業等を行っています。 

また、各地区は、その成立ちや歴史、人口の増減率や高齢化率の相違、平坦地

や山間部など様々な特性があるため、抱える課題や目指す将来像も異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) まちづくり活動を行うまちづくり協議会や地区団体の運営資金の現状 

本市のまちづくり活動を行う地区団体の運営資金は、各地区連合町内会からの

助成と行政等からの使途が定められた補助金が主になっています。 

富士市まちづくり活動推進計画第 2 次実施計画の進捗状況を確認した第 2 次

実施計画懇話会の委員や各地区まちづくり協議会を対象とした調査では、活動資

金が行政からの補助金を合わせても厳しい状況であり、独自に新しい事業を行う

のは大変であるという意見があります。 
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無回答

テレビやインターネットなどを通して

職場を通して

チラシ・ポスターなど広告物を見て

特にきっかけはない

その他

団体が開催した行事などを通して

親が高齢で活動できなくなり引き継いだ

地区まちづくりセンターの主催講座を通して

地域の役に立ちたかった

近所づきあいが盛んだから

学校・保育園など子どもの関係を通して依頼された（順番回ってきた）

問６＊の活動には現在1つも参加していない

地域に長年住んでいたため

町内会・区（自治会）を通して依頼された(順番で回ってきた）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

地区まちづくり活動に参加するきっかけ(複数回答)

(4) まちづくり活動に参画する人材の現状 

市民のまちづくり活動への参加意欲は、それほど積極的なものではなく、町内

会・区を通して依頼されたため参加したというケースが最も多くなっています。

地区団体からは、役員等の人材の固定化や慢性的な成り手不足を危惧する声が聞

かれています。 

また、富士市まちづくり活動推進計画第 2次実施計画懇話会からは、子ども会

やＰＴＡ等の若い人にまちづくり活動へ参画して欲しいという意見もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 48 回世論調査(令和元年) 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

    

   

＊問 6の活動：自己啓発や趣味、スポーツを広めるための生涯学習推進活動、ウォーキングや健康体操の企画などの健康

づくり活動、地域のイベント(祭り、運動会など）の企画・運営、地域のイベント（祭り、運動会など）への参加、地域の

清掃などの美化運動、防災・消防訓錬などの自主防災活動  

        出典：第 48 回世論調査(令和元年) 

無1.5
 3.9 ①1.9 ②3.1③8.0 ④5.3 ⑤43.3 ⑥10.4 ⑦13.2 ⑧6.0 ⑨1.5

⑩1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

調査全体(n=1502)

地域活動の参加意欲

無回答 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

問 あなたは、地域(まち)をよくする活動に、どの程度の気持ちで参加したいと思いますか。

次の気持ちを表した数字(10から0まで)から1つだけ選んで○をつけてください。

参加したい 33.0% 参加したくない 22.2% 

参加したくない 参加したいと強く思う 普通 

問 あなたが、地区まちづくり活動に参加するようになったきっかけは何ですか。次の中から 3 つ

以内で選んで○をつけてください。 

(％) 
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(5) まちづくり協議会に対する認知度 

本市の各地区まちづくり協議会に対する住民の意識については、①名前も活動

内容も知らない②名前を知っているが、活動内容は知らないという意見が多数を

占めており、まちづくり協議会の認知度は低い状態です。 

また、まちづくり協議会に対する住民の主な期待は、時代に合った新たな活動

や世代交流、地域の絆づくりなどとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：富士市の福祉等に関する市民アンケート調査(令和 2年) 

 

 

出典：富士市の福祉等に関する市民アンケート調査(令和 2年) 

 

 

5.5

1.6

6.7

8.1

8.5

11.9

16.3

20.5

20.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

無回答

その他

人材育成

地域文化の継承

活動組織の継続

行政との連携

世代交流、地域の絆づくり

時代に合った新たな活動

特にない

(％)

あなたは、まちづくり協議会に何を期待しますか。

①40.8 ②37.9 ③11.7 ④5.7 ⑤3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

あなたは、「まちづくり協議会」を知っていますか。

①名前も活動内容も知らない

②名前は知っているが、活動内容は知らない

③名前を知っており、活動内容もある程度は知っている

④名前も活動内容も知っている

⑤無回答
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(6) 地区団体等への依頼事項の増加 

行政等は、各部署の施策推進において、町内会・区等に多くの調査を依頼する

ことで、詳細な情報の収集や広く住民の声を反映していますが、その一方で、地

区団体の役員会議や行政懇談会から、「行政からの依頼事項は地区役員の負担感

を増加させている」との意見があげられています。 

 

(7) 新型コロナウイルス感染症の拡大による影響 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、人と人との交流を控える行動が推奨

されたことや、まちづくり活動の拠点である地区まちづくりセンターの使用制限

で会議やイベント等の実施ができなかったことから、まちづくり活動の停滞が起

こりました。 
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2 第 2次実施計画の主な取組内容の検証と評価 

 

平成 29(2017)年度から令和 3(2021)年度までを期間とした「第 2次実施計画」

に位置付けた取組内容の進捗状況に基づき、自己評価を行いました。 

なお、評価の方法としては、取組が完了したもの（◎）、取組を行ったが、本計

画でも引き続き取り組む必要のあるもの（○）、取組が低調であったため、本計画

でも引き続き取り組むもの（△）の 3段階で示しています。 

 

 

富士市まちづくり活動推進計画  第 2 次実施計画の評価 

基本 

指針 

計画の

視点 
目標 

具体的な 

方策 
評価 主な取組内容等 

社
会
情
勢
の
変
化
に
柔
軟
に
対
応
で
き
る
、
足
腰
の
強
い
、 

将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り 

計画 

推進 

体制 

地区の意

見や提案

を反映し

た、的確

な市の支

援を展開

する。 

まちづくり協議

会会長連絡会や

懇話会等を定期

開催し、市の具

体的な支援のあ

り方を検討 

○ 

まちづくり協議会会長連絡会を定期開催

し、平成 29(2017)年度から「富士市まち

づくり活動推進計画第 2次実施計画懇話

会」を開催している。第 2 次実施計画を

進めるにあたり、住民主体のまちづくり

活動のあり方やまちづくり協議会に対す

る行政の支援策について幅広く意見を求

めることができた。 

活動 

実施 

体制 

まちづく

り協議会

の基盤を

強化す

る。 

まちづくり協議

会運営に関する

財政支援 

○ 

平成 29(2017)年度からまちづくり協議会

活性化補助金を導入し、活動資金の一本

化に向けた制度改革を進め、行政内の各

種補助金をまちづくり協議会活性化補助

金へ項目追加の検討を進めている。 

活動をサポート

する事務局体制

に向けた人的支

援 

○ 

まちづくりセンターがまちづくり協議会

の事務局支援を行い、活動のサポートを

行った。 

わかりやすい会

計事務に関する

支援 

○ 

平成 30(2018)年度からまちづくり協議会

の役員に向けて、会計・広報講座を開催

し、まちづくり協議会総務部門の実務ス

キル向上に向けた支援を行った。 
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富士市まちづくり活動推進計画  第 2 次実施計画の評価 

基本 

指針 

計画の

視点 
目標 

具体的な 

方策 
評価 主な取組内容等 

社
会
情
勢
の
変
化
に
柔
軟
に
対
応
で
き
る
、
足
腰
の
強
い
、 

将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り 

ひと 

づくり 

地区まち

づくり活

動に関わ

る人を増

やす。 

若者世代が関わ

りやすい環境づ

くり 

○ 

富士市立高校のカリキュラムである「究

タイム」を通じて、各地区まちづくり協

議会との連絡調整を行い、世代間でのま

ちづくりに対する情報共有を図った。 

アクティブシニ

アが関わりやす

い環境づくり 

○ 

富士市内のイベントでの情報提供、市役

所退職予定の職員へまちづくり活動参加

への啓発を行った。 

世代間交流の場

づくりの支援 
△ 

現在の「まちづくり交流会」は、主にま

ちづくり協議会の役員が参加しており、

多世代の住民参加までには至っていな

い。 

市職員の参画 

推進 
○ 

まちづくり地区担当班は、毎年まちづく

り地区担当班長会議で研修や講演会を行

うなど、まちづくり活動推進計画の周知

を図り、地区のまちづくり活動への参画

を推進した。 
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富士市まちづくり活動推進計画  第 2 次実施計画の評価 

基本 

指針 

計画の

視点 
目標 

具体的な 

方策 
評価 主な取組内容等 

社
会
情
勢
の
変
化
に
柔
軟
に
対
応
で
き
る
、
足
腰
の
強
い
、 

将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り 

活動の 

場・連

携 

まちづく

り協議会

と様々な

主体との

つながり

をつく

る。 

まちづくりセン

ターの環境整備 
○ 

まちづくりセンターの長寿命化を図る事

業計画を策定し、改築事業等の施設整備

を計画的に進めており、施設のユニバー

サルデザイン化を推進し、施設を改善し

た。 

地区内連携と地

区連携を深める

ための支援 

○ 

平成 29(2017)年度から年 1 回「まちづく

り交流会」を開催し、地区間の情報交換

の機会を創出した。平成 26(2014)年度よ

りまちづくり協議会会長連絡会を年 2 回

開催した。また、各地区の特徴的な活動

を紹介する広報紙として「コブタレポー

ト」を年 2～3 回発行し、地区間の交流

を促進した。 

ＮＰＯや企業の

取り組み等との

連携を深めるた

めの支援 

△ 

まちづくり協議会へＮＰＯ法人の一覧や

地区との連携事例等の情報提供を行っ

た。一部の地区において、防災を中心と

した企業連携が図られているが、全地区

での取り組みまでは広がっていない。 

効果的な情報共

有・情報発信の

ためのＩＣＴ※６

技術の活用に向

けた支援 

◎ 

令和 3(2021)年度にまちづくり協議会デ

ジタル推進補助金を創設し、地区の会議

や連絡手段等のデジタル化を支援した。 

 

第 2 次実施計画に位置付けられた取組は、「計画の推進体制及び活動の実施体

制」、「ひとづくり」、「活動の場の連携」の 3つの視点に基づき実施してきました。 

「計画の推進体制」については、まちづくり協議会会長連絡会や富士市まちづ

くり活動推進計画第 2次実施計画懇話会を開催しました。 

「活動の実施体制」については、まちづくり協議会の基盤を強化することを目

標に実施し、富士市まちづくり協議会活性化補助金の導入を行ったほか、まちづ

くりセンターの指定管理者制度の導入をモデル地区において検討を行いました。 
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「ひとづくり」については、地区まちづくり活動に関わる人を増やすことを目

標に実施し、まちづくり交流会などを行うことができましたが、新たな担い手の

確保や世代間交流などの課題が残っています。 

「活動の場・連携」については、まちづくり協議会と様々な主体との繋がりを

つくることを目標に実施し、デジタル化の推進などを実施しましたが、企業やＮ

ＰＯとの多様な団体との連携などへの取組は不十分です。 

主な取組の検証と評価において、「〇」「△」と評価した方策については、新た

なまちづくり活動推進計画の個別施策に取り込み、引き続き取り組んでいきま

す。 
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3 課題整理 

 

まちづくり活動の推進を取り巻く現状や第 2次実施計画の評価を踏まえ、課題

を次のとおり整理しました。 

 

(1) 課題解決力の向上  

目標とする将来像は各地区で異なり、それぞれの将来像に向かって課題を解決

していくことが必要です。このためには、地区住民が自ら考え、決定する力や、

地区が主体となって事業を実施する力の向上が必要です。 

 

(2) 運営資金力の向上 

補助金制度は整備されていますが、まちづくり活動をより一層推進するために

は、運営資金力の新たな確保、適正な配分を行える力の向上が必要です。 

 

(3) 多様な立場にある住民の参画促進 

まちづくり活動は、さまざまな団体の活動により成り立っています。そのため、

活動の合理化や充実のためには、各地区の団体間の相互理解や連携が必要です。

また、まちづくり活動をより充実したものとするために、活動の周知・啓発等に

より、「誰ひとり取り残さない」社会の実現というＳＤＧｓの視点に立ち、多様

な立場にある住民の参画を促進することが必要です。 

 

(4) まちづくり活動の情報共有 

令和元(2019)年度に実施した第 48 回世論調査では、まちづくり協議会につい

て「名前も活動も知らない」という人が最も多く、まちづくり協議会に関する情

報発信が十分でない状況です。 

まちづくり活動の活性化や多くの住民にまちづくり活動への参画を促すため

には、まちづくり協議会に関する情報を地区内外へ発信し共有することが必要で

す。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に対応するとともに、あらゆる世

代で情報を共有するために、これまでの紙媒体に加え、デジタル通信などの伝達

手段を活用することも必要です。 

 

(5) まちづくり協議会の組織体制の強化と庁内推進体制の整備 

各地区まちづくり協議会では、「まちづくり行動計画」を策定し、まちづくり

活動に取り組んでいるものの、団体間の相互理解や連携、活動の合理化は今後も

推進していく必要があります。 
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行政においても、まちづくり協議会や構成団体の活動内容の情報を集約・共

有・検討できる仕組みが整っていません。 

まちづくり活動を更に推進するためには、行政内においてまちづくり活動の

情報を横断的に共有する仕組みが必要です。 
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第３章 計画の基本指針と目標像 

1 計画の基本指針 

 

本市では、平成 24(2012)年 3 月に策定した「富士市まちづくり活動推進計画」

において、基本指針を示し、まちづくり協議会の設立とそれに伴う組織の再編支

援、「富士市地区まちづくり活動推進条例」の施行など、具体的な施策を展開し、

取り組んできました。 

今後も社会情勢に対応し、まちづくり活動を更に活性化させるためには、まち

づくり協議会を中心とする地区団体と継続的な取り組みが必要であることから、

これまでの基本指針を継承します。 

 
 

 基本指針 

   社会情勢の変化に柔軟に対応できる、足腰の強い、 

   将来にわたって持続可能な地域コミュニティづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

-20-



 

2 目指す地域コミュニティの目標像 

 

各地区まちづくり協議会では、市民等が主体となる地区まちづくり活動を進め

るとともに、地区それぞれの特性や課題をもとに理想の地区の姿を目指し、まち

づくり行動計画を策定しています。 

これらを踏まえ、まちづくり協議会が、行政等との協働を推進し、主体的に地

区の課題解決に向けた活動を進めていくことを目標とするため、目標像を以下の

ように設定しました。 

 

≪目標像≫ 

各地区まちづくり協議会の主体的な活動による 

自律的な地域コミュニティの形成 

 

自律的な地域コミュニティの実現に向けた目標像のイメージは、次のとおりです。 

 課題 目標像のイメージ 

５

つ

の

方

針 

① 課題解決力の向上 
目指す将来像を見据え、自ら課題解決に向

けた事業を実施している状態 

② 運営資金力の向上 

目標達成（目的）に必要な活動予算を適切

に配分するとともに、地区自らが新たな活

動資金を獲得できる状態 

③ 
多様な立場にある住民の参

画促進 

多様な立場にある住民がまちづくり活動に

参画する仕組みがあり、それぞれの立場か

ら意見を述べられる状態 

④ まちづくり活動の情報共有 

地区内、行政内で情報共有できる仕組みを

構築し、その情報に基づき目標達成に向け

た活動を行っている状態 

⑤ 
まちづくり協議会の強化と

庁内推進体制の整備 

総務・企画・広報の事務局機能を強化し、

行政との協働等による目標達成に向けた活

動を行っている状態 
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3 目標像実現による未来の姿 

 

本計画で目指す地域コミュニティを具現化するために、ＳＤＧｓの考え方とし

ても用いられる、バックキャスティング（backcasting）思考を用いて、「未来の

あるべき姿」を想定しました。 

本計画では、「未来のあるべき地域コミュニティの姿」を起点として、現状か

ら逆算して導き出されるプラン（施策）を考えています。 

各地区まちづくり協議会の「未来のあるべき姿」として、主に 3つの具体的な

地域コミュニティの姿を示します。 

 

■３つの効果（状態） 

1 

将来の成長に向けた

資源の適切な配分が

行われています。 

2 

地区の魅力が向上し、

地区への関心が喚起

され地域愛の育成が

図られています。 

3 

自発的に生活様式の

変化に応じた活動の

見直しが行われてい

ます。 

【イメージ】 

・住民が集い交流し、地区の課

題解決につなげるマルシェ等

の開催 

【イメージ】 

・地区伝統行事やまつりによる

交流事業の実施 

・地区防災訓練による安全・安

心のまちづくり 

【イメージ】 

・新規事業企画・立案や既存事業

の統廃合を進める 

・ICT を活用したオンライン会議

の開催など、デジタル化の推進 
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未来の姿 1 将来の成長に向けた資源の適切な配分が行われています。 

 

まちづくり協議会では、まちづくり行動計画に照らし合わせ、優先すべき課

題を抽出（設定、決定）し、課題解決に向けた事業に応じた会計予算を編成し

ています。また、コミュニティビジネス※７等によりまちづくり協議会が活動資

金を生み出し、活性化（住民の生きがいづくり）に繋がっています。 

 

行政では、まちづくり協議会が自ら課題解決のための活動を行いやすくする

ため、庁内各課が地区団体へ支出している各種補助金等を統合・一元化し、幅

広いまちづくり活動が補助の対象となる包括的補助金の制度設計ができていま

す。 

 

 

 

未来の姿 2 地区の魅力が向上し、地区への関心が喚起され地域愛の育

成が図られています。 

 

まちづくり協議会では、隣近所の人々をはじめ、行政、地元の企業や各種団

体との交流を通して、課題解決のための情報交換の場や協力体制が構築されて

います。また、多くの住民が地区の自然環境や資源を有効活用した地域の絆を

つなげる事業に参加し、その取り組みを情報発信することにより地区への誇り

や地域愛が育まれています。 

 

行政では、個々の職員が主に居住地区の活動団体「まちづくり地区班」に所

属し、一住民としてまちづくり活動に積極的に参加しています。さらに、行政

職員として培った知識や経験を活かしアドバイスを行うなど、地区団体と行政

のかけ橋となっています。 
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未来の姿 3 自発的に生活様式の変化に応じた活動の見直しが行われていま

す。 

 

まちづくり協議会では、ＩＣＴを活用することなどにより、地区内の課題発見・

把握や他地区と相互に情報共有することが容易になります。これにより、継続し

ている活動について地区の実情に合っているのかを、検証・整理ができます。ま

た、デジタル化による合理化や効率化を進めることにより、住民が多様な環境に

おいても活動の継続が可能になっています。 

 

行政では、地区の課題を全庁的に把握できる情報共有の場が設定されています。

これにより、まちづくり活動への明確な方針も庁内で共有することができます。

また、庁内担当課が連携し、地区の実情・変化に応じた最適な行政サービスを提

供できています。 
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第４章 方針と施策 

まちづくり活動の主役は、市民です。地区まちづくり活動の主役であるまちづ

くり協議会の主体的な活動を推進すると共に、目標像実現に向け、5つの課題に

対応した方針と 19 の個別施策を展開します。本計画では、ＳＤＧｓの理念の導

入とデジタル変革の推進を基本姿勢として、各施策の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標像 

 

社
会
情
勢
の
変
化
に
柔
軟
に
対
応
で
き
る
、
足
腰
の
強
い
、
将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
 

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り 

基本指針 

 

各
地
区
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
の
主
体
的
な
活
動
に
よ
る
自
律
的
な
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
形
成 

（5）事務局機能の充実 

 総務・企画・広報機能の充実 

（4）まちづくり活動の推進に必要な情報の提供 

 情報活用力向上 

（3）次代を担う人材育成 

 人が育つ活動支援 

（2）地区まちづくり活動への財政的支援 

 柔軟な運用・裁量と自由度の拡大 

（1）課題解決に対応できる体制づくり 

 自律的な地域コミュニティの形成 

方針 

図表 7 施策体系図 
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また、個別施策を横断する総合的な施策として、「（1）包括的な施策展開によ

る力強い地区まちづくり活動の推進」「（2）地区住民と行政の協働で牽引する富

士市の地区まちづくり」「（3）行政内の体制整備」を併せて実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行
政
内
の
体
制
整
備 

 

地
区
住
民
と
行
政
の
協
働
で
牽
引
す
る
富
士
市
の
地
区
ま
ち
づ
く
り 

 

包
括
的
な
施
策
展
開
に
よ
る
力
強
い
地
区
ま
ち
づ
く
り
活
動
の
推
進 

総合的な施策 

1）自律的な地区運営の機能強化に向けた支援 

2）地区まちづくり活動の情報共有体制の拡充 

1）会計管理の強化に向けた支援 

2）地域コミュニティの実情に即した活動の推進に向

けた財政支援の充実 

3）活動の充実に向けた幅広い活動資金獲得への支援 

1）地区の課題解決力強化に向けた支援 

2）円滑な組織運営に向けた支援 

3）多様な立場の人々の参画促進 

4）市職員の地区まちづくり活動への参画促進 

1）まちづくり活動の参考となる情報の提供 

2）地区内の課題把握に向けた支援 

3）まちづくり活動の情報発信強化に向けた支援 

4）地区間の情報共有の促進 

5）市内外への発信 

6）まちづくり活動に関する庁内情報共有体制の整備 

1）地区の状況に対応した運営力向上への支援 

2）地区の課題解決に向けた計画的な事業実施と評価 

の支援 

3）地区の拠点の環境整備推進 

4）庁内調整連携体制の整備 

個別施策 

-27-



 

1 方針と個別施策 

本計画の目標像である「各地区まちづくり協議会の主体的な活動による自律的

な地域コミュニティの形成」の実現に向け、各方針と施策に基づく取組は以下の

通りです。また、各施策が寄与するＳＤＧｓの 17 のゴールと、各取組の性質を

アイコンで示しています。 

 

 

 

 
 

 
 

方針（1）課題解決に対応できる体制づくりの支援 

 自律的な地域コミュニティ形成   
 

 

自律的な地域コミュニティ形成に向けて、地区住民と行政が課題認識を深め、

相互の協議を始められるよう、自律的な地区運営の機能強化に向けた支援とまち

づくり活動の情報共有体制の拡充を進めます。 

 

施策 1）自律的な地区運営の機能強化に向けた支援 

本市が目指す地域コミュニティの姿を地区住民と行政が共有し、地区の主体

性に基づく課題解決方法をともに考え、自律的な地域コミュニティを形成して

いくための体制づくりを進めます。 

 

① 課題解決協働事業の推進                    協働 

地区の状況や課題に対応した新たな活動を推進します。特に、先駆的に取り

組もうとする活動については、チャレンジ精神を尊重し、最大限の成果を発揮

できるよう、まちづくり協議会と行政の合同研修や外部視察研修等を協働して

取り組みます。さらに、その効果を検証するとともに市内全地区へ普及してい

くための方策をまちづくり協議会と行政が協働して研究を進めます。 

 

② 全地区まちづくり協議会の協議機関支援             支援 

各地区まちづくり協議会が連携、協議する場として、まちづくり協議会会長

連絡会又は（仮称）「富士市まちづくり協議会連合会」を支援し、各地区の情報

共有等を図るため、部会別会議開催等について支援します。 

 

 

施策アイコン                                
支援 地区が主体的(自律的)に活動するための行政からの支援事業 

行政 行政内の業務改善事業 協働 地区と行政の協働事業 

ＳＤＧｓアイコン                                 

本計画には、ＳＤＧｓの理念や視点を取り入れており、当該施策が寄与するＳＤＧｓの 17のゴールを

表しています。 
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③ 地区まちづくり活動を支える庁内体制づくりの強化        行政 

本市が目指す地域コミュニティづくり（地域内分権、行政とまちづくり協議

会の役割の明確化等）の方針やその進捗状況を測定するための成果指標及び目

標値を設定し、進捗状況を管理します。また、各担当部署間の連携や権限の譲

渡など全庁的な支援体制について協議し、調整を図ります。 

 

施策 2）地区まちづくり活動の情報共有体制の拡充 

地域コミュニティと行政など各立場の間で本市の地区まちづくり活動の情

報共有ができるよう体制を整えます。 

 

① まちづくり協議会間の情報共有の活性化支援           支援 

各地区まちづくり協議会の実践事例等が集約化され、地区間で情報が活用、

循環されるとともに、市内外に発信されるよう情報共有の仕組みを構築します。

また、まちづくり交流会を実施して、活動状況や課題を共有することで、役員

同士の学び合いを推進します。 

 

② まちづくり協議会と行政の情報共有               協働 

行政は適切な施策の実施に努め、まちづくり協議会が主体的な事業の実施に

取り組むことができるよう、定期的な情報共有を行います。 

 

③ 全庁的な情報共有の強化                    行政 

本市の地域コミュニティづくりに関する方向性や地区団体の活動状況、まち

づくり活動に関連する各部署での施策の進捗状況などの情報を共有し、活用で

きるよう仕組みを強化します。 
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方針（2）地区まちづくり活動への財政的支援 

～柔軟な運用・裁量と自由度の拡大   

 

 

地区の課題解決に必要な活動予算を適切に配分するとともに、地区団体が新

たな活動資金を確保できるよう、会計管理の強化に向けた支援や、地区の実情に

即した活動の推進に向けた財政支援の充実を進めるとともに、活動の充実に向

けた幅広い活動資金の獲得への支援を進めます。 

 

施策 1）会計管理の強化に向けた支援 

活動目的が明確な予算書と成果が把握できる決算書の作成及び透明性の高い

会計処理を行えるように支援します。 

 

① 会計講座の実施                         支援 

専門的な知識が無くても標準的な会計処理ができるよう、地区役員を対象と

した会計講座を継続して実施します。 

 

② 会計ガイドラインの作成                     支援 

地区の課題に対応した適切な予算配分ができるよう、活動目的が明確な予算

書と成果が把握できる決算書の作成等について会計ガイドラインを作成する

とともに、研修を行い、活用を促進します。 

 

③ 会計チェック体制の構築                     支援 

まちづくり協議会における会計処理が、適正かつ透明性を図れるよう、外部

組織がチェックする体制を整備します。 
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施策 2）地域コミュニティの実情に即した活動の推進に向けた 

財政支援の充実 

まちづくり協議会が、市の各種補助金を容易かつ柔軟に利用できるよう、富

士市まちづくり協議会活性化補助金制度の充実を図り、まちづくり協議会が取

り組む重点的な事業へ予算を配分する裁量を拡大できるよう検討します。 

 

① まちづくり協議会活性化補助金制度の拡充            行政 

まちづくり協議会が地区の課題解決を図る上で、優先する事業に予算配分が

できるよう、行政は各種補助金の統合に向けた庁内協議を継続し、活性化補助

金制度の充実を図ります。また、市の各種補助金を、まちづくり協議会に集約

することで、地区団体の申請手続きにかかる負担が軽減されます。 

 

② 一括交付金制度の調査研究                   行政 

活性化補助金を更に進化させ、まちづくり協議会の裁量で事業予算への配分

が可能となる一括交付金制度の導入に向けて、調査研究を進めます。 

 

施策 3）活動の充実に向けた幅広い活動資金獲得への支援 

地区団体が持続的かつ円滑に活動ができるよう、幅広い活動資金の獲得に向

けた支援を進めます。 

 

① 各種補助金制度や助成制度等に関する情報提供と相談       支援 

市の各種補助金はもとより、市以外の各種団体が実施している補助金制度や

助成金等に関する情報を行政が収集し、地区へ提供します。 

また、地区団体がそれらの補助金を活用できるよう、行政が相談窓口となっ

て支援します。 

 

② 活動資金獲得への支援                     支援 

補助金以外のコミュニティビジネスによる事業収入やクラウドファンディ

ング※８など、新たな活動資金を自ら得られる方法を地区団体と行政が協働で

研究し、地区での活用を推進します。 
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方針（3）次代を担う人材育成への支援 

～人が育つ活動支援   
 

地区住民やＮＰＯ等の市民活動団体、企業等さまざまな人材がまちづくり活

動に参画できるよう、参画機会の提供や、市職員のまちづくり活動への参画を促

進します。また、地区の課題解決力強化に向けた支援を行うことで、活動の拡充

に必要な新たな人材の参画機会を創出し、円滑な組織運営ができるよう支援を

進めます。 

 

施策 1）地区の課題解決力強化に向けた支援 

まちづくり協議会が課題を正確に把握し効果的に解決できるよう、行政は積

極的に情報提供するとともに、活用方法の指導及び活動検証体制整備への支援

を通じ、地区の活動力を強化します。 

 

① 地区の課題把握とまちづくり活動の担い手発掘への支援       支援 

行政は、まちづくり協議会が解決を求められている課題を正確に把握できる

よう、各種調査等で把握した地区の特性を提供します。 

また、地区住民の中で、まちづくり活動に興味があるが参加できていない人

材の把握に努め、それらの人にまちづくり活動の情報を提供することで、人材

のマッチングを図ります。 

さらに、発掘した人材に対しまちづくり活動の参考になる情報の提供や研修

を実施することにより、人材育成を図ります。 

 

② 課題の検証を通したまちづくり活動への理解の促進         支援 

地区住民が、課題解決への取組状況や活動結果を客観的に把握し分析できる

よう、行政は活動振返シートのフォーマットを提供し、まちづくり行動計画に

基づく活動の進捗状況についての検証作業を支援します。 

また、専門家によるアドバイス等を通して、活動の拡充を支援します。 

 

③ 企業・ＮＰＯ等との連携の促進                 協働 

専門的な知識や技術を地区の取り組みに活用し、活動の拡充が進められるよ

う、まちづくり協議会と行政は協働して企業・ＮＰＯ等との連携を図ります。 
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施策 2）円滑な組織運営に向けた支援 

まちづくり協議会が課題解決に向けた活動を継続して行うことができるよ

う、総務企画担当役員への研修等を行うとともに、参考となる情報を提供しま

す。また、行政は地区団体の円滑な組織運営を促進するため、委嘱委員の見直

しを進めます。 

 

①  地区まちづくり活動の運営を担う総務企画担当役員の研修     支援 

行政は、総務企画部担当役員を対象にした円滑な地区運営方法についての研

修を実施します。 

 

② 市が地区団体等へ委嘱している各種委員の見直し         行政 

行政は、地区団体がまちづくり活動に集中して取り組むことができるよう、

地区団体に委嘱している各種委員の見直しに向けた庁内協議を進めます。 

 

③ 役員選出に関する参考事例の情報提供              支援 

行政は、役員選出や引継ぎ及び役員研修を行っている市外・県外の先進事例

を調査し、地区団体に情報提供を行うことで役員選出の仕組みづくりを促進し

ます。 

 

施策 3）多様な立場の人々の参画促進 

地区団体が持続的かつ円滑な活動ができるよう、専門性を持った住民や女性

の役員への登用、外国人市民の活動参加に向けた情報発信を促進します。 

 

① 新たな参画の促進                       支援 

行政は、地区団体が女性を役員へ登用しやすくなるよう、地区団体へ働きか

けるとともに、男女共同参画の普及・啓発を行います。 

また、増加する外国人市民にもまちづくり活動に参加してもらえるよう、「や

さしい日本語」を活用した地区団体による情報発信を支援します。 
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② 人材育成に関する庁内関係部署との連携促進           行政 

地区の課題解決に向けた活動に必要な知識を身につけることができるよう、

各課が地区住民を対象とした研修を実施する際は、地区の人材育成や活動に繋

がるような内容とするよう努めます。 

また、富士市立高校が授業の一環として実施している市役所プラン*９との連

携を図ります。 

 

施策 4）市職員のまちづくり活動への参画促進 

まちづくり協議会が持続的かつ円滑に活動ができるよう、市職員のまちづく

り活動への参画を進めます。 

 

① 市職員向けまちづくりハンドブックの活用            行政 

職員向けまちづくりハンドブックを活用し、まちづくり活動に対する市職員

の理解を深め、まちづくり活動への参画を促します。 

 

② 市職員まちづくり地区担当班の活性化              行政 

市職員まちづくり地区担当班の役割や位置付けを明確にし、地区団体と行政

とのパイプ役として関係性を高められるように努めます。 

 

③ まちづくり地区担当職員制度の研究               行政 

地区の課題解決に貢献できるよう、まちづくり地区担当班長などの責任ある

立場の職員が、職務としてまちづくり活動に参画する手法を研究します。 
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方針（4）まちづくり活動の推進に必要な情報の提供 

～情報活用力向上   
 

まちづくり協議会が円滑に、また効果的に課題解決していくために必要な情

報を提供し、まちづくり活動に活用できるよう支援します。また、まちづくり協

議会と行政双方が迅速に共有できるよう庁内体制を検討します。 

 

施策 1）まちづくり活動の参考となる情報の提供 

地区の課題を正確に把握し、効率的・効果的に解決できるよう、先進事例や

社会動向などの各種情報を収集し、まちづくり協議会へ提供します。 

 

① 参考情報の収集と周知                     協働 

企業の地域貢献活動の情報や先進自治体の事例、社会動向といったまちづく

り活動に活用できる情報を積極的に収集し、まちづくり協議会へ提供します。 

また、まちづくり協議会からより多くの住民に届けられるよう、ＳＮＳ※１０

や動画配信など地区内への新しい情報伝達手法・内容を協働で研究します。 

 

施策 2）地区内の課題把握に向けた支援 

地区内の情報共有と課題整理を容易にするため、地区にあるさまざまな情報

の可視化と対話を促す支援を行います。また、まちづくり活動に有効に活かせ

るよう地区への支援を進めます。 

 

① 地区カルテ*１１（地区内情報）の活用               行政 

行政は、各種統計データを基に地区カルテを作成し、定期的に更新し、提供

します。また、地区カルテをまちづくり活動に有効に活用できるよう、まちづ

くり地区担当班員へ研修などを実施します。 

 

② 住民アンケート調査による地区の課題把握に向けた支援      協働 

地区住民の意見を正確に把握するため、まちづくり協議会による住民アン

ケートの実施と収集した情報をまちづくり活動に有効に取り入れていくため

の情報分析を支援します。 
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③ 多様な価値観を持つ人との交流支援               支援 

文化や国籍の違いなどの垣根を超え、多様な交流を図ることにより、今まで

気づきにくかった新たな課題発見に繋がる活動を支援します。 

 

施策 3）まちづくり活動の情報発信強化に向けた支援 

行政は、新たな人材発掘、地区内の交流に繋がる広報活動の活性化や体制づ

くりを支援します。加えて、デジタル技術等を活用して、各地区の状況を集約

し、発信するための仕組みづくりを支援します。 

 

① 地区広報の発信に向けた支援                  支援 

まちづくり活動の情報を地区内へ、よりわかりやすく発信する活動の活性化

や広報体制づくりを支援します。 

 

② 幅広い住民への情報提供支援                  支援 

 外国人市民の増加を受け、多言語や「やさしい日本語」による情報提供など

が求められていることを踏まえ、行政はより幅広い市民への情報提供に向け、

広報活動を支援します。 

 

③ デジタル化の促進                       協働 

 地区内におけるまちづくり活動の情報共有と活動の効率化のため、リモート

会議やＳＮＳ、地域コミュニティ向け情報共有アプリ等の利用について、デジ

タル化を行政と地区団体が協働で研究します。 

 

施策 4）地区間の情報共有の促進 

まちづくり行動計画の進捗状況など、地区間の情報交換ができる場を提供し

ます。 

 

① まちづくり交流会の充実                    協働 

まちづくり行動計画の進捗状況や活動事例発表などを行う「まちづくり交流

会」を各地区まちづくり協議会と協働開催します。交流会では、各地区の活動

へのヒントを得るとともに、地区特性に応じた情報交換や学び合いなどが効果

的に行われるよう支援します。 
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施策 5）市内外への発信 

まちづくり活動を広く周知し、まちづくり協議会の認知度を向上するため、

地区と行政は、協働で情報発信を行います。 

 

① まちづくり活動の情報発信支援                 協働 

ラジオ、ＳＮＳ、ウェブサイトなどのさまざまなメディアを活用し、本市の

地区まちづくりの情報発信を支援します。発信手段や使用メディアの選択、発

信のしやすさなど、効果的な手法を協働で研究します。 

 

② 行政によるまちづくり活動の情報発信              行政 

行政は、「広報ふじ」「コブタレポート」のほか、マスメディアを活用し、本

市全体のまちづくり活動の情報発信を推進します。 

 

施策 6）まちづくり活動に関する庁内情報共有体制の整備 

まちづくり活動に関する庁内の情報共有体制を整備し、有効な情報を積極的

に共有できる体制づくりを進めます。 

 

① 全庁的な情報共有の場の創設                  行政 

地区に関する施策の進捗状況やまちづくり活動で発見された全市的な課題

になりうる事案などを、行政内で共有するために各部署を横断した情報共有体

制を作ります。 
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方針（5）事務局機能の充実に向けた支援 

～総務・企画・広報機能の充実   
 

行政は、まちづくり協議会が課題解決への新たなチャレンジが始められるよ

う、総務・企画・広報部門の機能強化に対する支援を行うとともに、地区の状

況に応じた運営の合理化促進やそれに対応した庁内推進体制を整備します。ま

た、地区まちづくり活動の拠点であるまちづくりセンターの整備を進めます。 

 

施策 1）地区の状況に対応した運営力向上への支援 

まちづくり協議会を安定的に運営していけるよう、業務の合理化とともに、

運営力向上への支援を行います。 

 

① 負担軽減に向けた業務の見直し・合理化              協働 

事業及び会議等の見直しや、活動の振り返りによる適切な人員配置など、ま

ちづくり協議会の運営における役員の負担軽減に向け合理化が図られるよう

支援します。 

 

② 総務・企画・広報部門の運営力向上への支援            支援 

行政は、各種業務の効率化・高度化に向けたスキルの習得を目的とした各種

講座を開催し、事務局運営のガイドラインを提示します。また、まちづくり協

議会の事務局運営マニュアルの作成による組織運営力向上への取り組みを支

援します。 

 

施策 2）地区の課題解決に向けた計画的な事業実施と評価の支援 

まちづくり行動計画が、より効果的で実効性が高くなるよう支援します。 

 

① まちづくり行動計画の推進支援                  協働 

まちづくり協議会の活動が、まちづくり行動計画に基づいた課題解決型活動

へ転換していくため、事業計画の策定及び事業の評価と検証など、まちづくり

協議会全体で進捗状況の把握ができるよう、仕組みづくりを支援します。 
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施策 3）地区の拠点の環境整備推進 

地区まちづくり活動の拠点であるまちづくりセンターが、住民等に身近で使

い勝手が良くなるよう施設整備を推進します。 

 

① 地区の拠点の整備推進                     行政 

地区まちづくり活動の拠点としての機能を担っているまちづくりセンター

を誰もが使いやすい施設とするため、(仮称)富士市地区まちづくりセンター個

別施設計画を策定し、まちづくり室※１２の整備や、ユニバーサルデザイン化、

ＩＣＴ環境の整備を推進します。 

 

施策 4）庁内調整連携体制の整備 

まちづくり協議会の自主性を尊重し、自律的な地区運営を促進するため、庁

内調整連携体制を整備します。 

 

① 行政への手続きの合理化                    行政 

地区団体から行政への事務手続を簡素化、迅速化するため、電子申請の拡充

などＩＣＴを活用し利便性の向上を推進します。 

 

② 行政窓口の整理                        行政 

まちづくり活動が円滑に進められるよう、行政から地区団体に対する依頼 

要請事項の窓口を整理するとともに、地域への依頼ガイドラインを策定し、

地区団体の負担軽減を進めます。 
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2 総合的な施策 

個別施策を横断する総合的な施策として、「（1）包括的な施策展開による力強

い地区まちづくり活動の推進」「（2）地区住民と行政の協働で牽引する富士市の

地区まちづくり」「（3）行政内の体制整備」を併せて実施します。 

 
 

（1）包括的な施策展開による力強い地区まちづくり活動の推進 
 

持続可能な地域コミュニティ形成を推進するため、個別施策を有機的に組み合

わせるほか、地区特性に応じた地区まちづくり活動の支援を推進するとともに地

域コミュニティと行政の連携、協働を進めます。 

 

1) 地区住民主体のまちづくりセンター運営  指定管理者制度の導入 

地区住民主体の、自律したまちづくり活動を推進していくため、地区の拠点

であるまちづくりセンターの管理運営をまちづくり協議会が担い、効果的な施

設活用・運営を進める指定管理者制度を希望する地区に導入していきます。 

また、まちづくりセンターの円滑な管理運営だけでなく、地区の課題解決に

向けて住民ニーズに対応した柔軟な運用ができるよう、まちづくり協議会と行

政が協働してまちづくりセンターの使用ルールを検討します。 

さらに、管理運営を担う地区まちづくり協議会に対し、幅広い活動資金確保

や事業企画、情報集約、人材育成、組織運営などについて、多角的な支援を行い、

自律的な地区運営の拠点としての機能向上を図ります。 

 

 

2) まちづくり活動の事業化推進 

地区の課題解決に向けた活動に経済循環を取り入れ、持続的な取組にしてい

くためコミュニティビジネスの導入を推進します。 

また、地区の課題解決に必要な資金を獲得するために、クラウドファンディ

ングやふるさと納税※１３の仕組みの導入を検討します。 

さらに、経済的な成果だけでなく、関わる人のやりがいや楽しさ、地区への愛

着の醸成やまちづくり協議会の認知度の向上を図ります。 

 

 

3) 情報プラットホームづくり ＩＣＴ導入 

地区団体や行政から地区住民への円滑な情報提供だけでなく、住民からの情

報発信、住民間のコミュニケーションや交流促進、地区内の各種情報の共有な

どを可能にするＩＣＴを活用した情報プラットホームづくりを進めます。地区
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内に情報プラットホームを整え、平時から活用することで、災害などの緊急時

に迅速な情報伝達ができるよう活用するほか、地区内で情報を共有し、蓄えら

れた情報を編集・分析することで地区の課題解決に繋げていきます。 
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4) まちづくり協議会の組織改革 

持続可能な地域コミュニティづくりに向けては、まちづくり協議会と町内会・

区等の役割を明確にし、分担していくことが必要です。これまでの活動成果を

検証するとともに、地区の実情や住民の声などの的確な把握・分析をし、地区

目標の達成を進めるための体制づくりについて、まちづくり協議会と行政が協

働して研究を進めます。 

 

 

 

  
 

※上記概念図は参考例です。各地区では、地区の特性や活動体制を踏まえた組織づくり
が行われています。 

 

 

図表 8 地区まちづくり協議会の概念図 
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部会分野  団体名・委員名 

防 災 分 野 

自主防災会 

地域防災指導員 

消防団分団 

水防団分団 

安 全 ・ 安 心 分 野 

生涯学習推進会（安全教育部） 

交通安全指導員 

交通安全協会 

地域安全推進員 

青 少 年 育 成 分 野 

生涯学習推進会（青少年育成部） 

小中学校ＰＴＡ 

子ども会世話人連絡協議会 

放課後児童クラブ運営委員会 

青少年指導委員 

体 育 保 健 分 野 

生涯学習推進会（体育保健部） 

スポーツ推進委員 

健康推進員 

食生活推進員 

文 化 教 養 分 野 
生涯学習推進会（成人教育部） 

男女共同参画地区推進員 

福 祉 分 野 

地区福祉推進会 

民生委員・児童委員 

悠容クラブ（老人クラブ） 

保護司会 

女性団体 

環 境 分 野 

環境衛生自治推進協会 

公園愛護会 

ごみマイスター 

緑化指導員 

花の会 

これらの地区団体等は、分野ごとの施策を市内全域で推進するため組織され

ています。そのほかに、各地区固有の課題のために組織される団体もあります。

「地域コミュニティ交通サポート組織」、「岩本山・雁堤活用会議」、「たらい流し

祭り事業」、「ほんの少しの困りごとを地域住民の支え合いで支援する生活支援

体制整備事業第 2層協議体」などがこれに当たります。 

図表 9 部会構成団体（案） 
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（2）地区住民と行政の協働で牽引する富士市の地区まちづくり 
 

地区間の繋がりを深めながら、地区住民と行政が、将来にわたって持続可能な

地域コミュニティについてともに学び、考え、広く発信します。 

 

1) 地区住民と行政がともに考え・学ぶプラットホームづくり 

本市の目指す自律的な地域コミュニティづくりをより深く理解し、実践して

いくため、先進的な事例や各地区の活動状況などを地区住民と行政が共有しま

す。 

また、課題解決型の地域づくりに向けた協働のルールづくりを進めるため、会

計ガイドラインや地区団体と行政との情報伝達ルートの明確化、まちづくり活動

に関する各種手続き等の合理化などについて協議する場を、まちづくり協議会と

共に設置します。 

 

2) 地区間の連携 

各地区のまちづくり活動に関する情報を共有し、類似した特性を持つ地区間

や個々の地区だけで対応することが困難な共通した課題を抱える地区間で連携

する場を設置します。 

 

 3) 外部連携の推進 

地区の課題は多様化、複雑化しているため、行政だけでなく、民間企業やＮＰ

Ｏなど外部組織の人材の活用、資金の獲得、活動の連携を進めます。 

 

4) 市内外への情報発信 

本市の地区まちづくり活動の推進の進捗状況や成果をとりまとめ、様々なメデ

ィアを活用して市内外に広く発信します。 
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（3）行政内の体制整備 
 

自律的な地域コミュニティの実現のため、行政は組織を挙げてその支援を推進

するための体制を整備します。 

 

1) 全庁的な情報共有の体制の整備 

①地区まちづくり協議会との協働を推進する全庁的な会議体の創設 

地区運営が円滑に行えるよう、まちづくり課を中心とした会議体を創設しま

す。 

会議体では、まちづくり協議会による地域内分権への方向性の確認と行政各

部署の地区との円滑かつ合理的な関わり方について検討し、まちづくり課の位

置付けと各部署の役割分担を進め、情報共有、事業連携など庁内体制を明確に

します。 

さらに、まちづくり課に集まる地区情報の中から、共有すべき問題や課題な

どを精査し、行政施策に反映できるよう検討します。 

 

②まちづくりセンター長会議の機能強化 

各地区まちづくり活動の情報を円滑に集め、成果や課題を確認し、全地区で

有効に活用できるよう、まちづくりセンター長会議を開催します。 

 

2) 地区支援体制の強化 

行政が保有する情報をはじめ、まちづくり活動の参考となる情報の収集を行

い、地区団体に提供するとともに、職員のまちづくり活動に対する支援スキル

向上を図ります。 

 

①情報収集と提供および活用支援 

行政は、各部署が保有する統計データなどの各種情報に加え、それらを地区

まちづくり活動に必要な事例やトレンド情報を積極的に収集するとともに一

元的に管理し提供します。 

また、地区の状況を示す統計等のデータは「地区カルテ」として編集し、地

区まちづくり活動の方向性を検討する論理的根拠として提供します。 

 

②まちづくりセンター職員の支援スキル向上 

まちづくりセンター業務を担う、市職員及び地区雇用職員への研修等を行い、

地区まちづくり活動の企画支援スキル向上に努めます。 

市職員がまちづくり活動への関わりを深めていくために、新たなまちづくり

地区担当班制度の研究を進めます。 

-45-



図
表

1
0
　

新
・

富
士

市
ま

ち
づ

く
り

活
動

推
進

計
画

(
実

施
工

程
表

)
 
 
(
１

/
４

)

 
行

政
か

ら
地

区
へ

の
支

援
事

業
 

行
政

内
の

業
務

改
善

事
業

 
行

政
と

地
区

の
協

働
事

業

基
本

指
針

目
標

像
方

針
施

策

１
）

自
律

的
な

地
区

運
営

の
機

能
強

化
に

向
け

た
支

援

２
）

地
区

ま
ち

づ
く

り
活

動
の

情
報

共
有

体
制

の
拡

充

１
）

会
計

管
理

の
強

化
に

向
け

た
支

援

２
）

地
域

コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

実
情

に
即

し
た

活
動

の
推

進
に

向
け

た
財

政
支

援
の

充
実

３
）

活
動

の
充

実
に

向
け

た
幅

広
い

活
動

資
金

獲
得

へ
の

支
援

令
和

4
年

度
令

和
5
年

度

 
準

備
期

間

令
和

6
年

度
令

和
7
年

度
令

和
8
年

度

社 会 情 勢 の 変 化 に 柔 軟 に 対 応 で き る 、 足 腰 の 強 い 、

将 来 に わ た っ て 持 続 可 能 な 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ づ く り

各 地 区 ま ち づ く り 協 議 会 の 主 体 的 な 活 動 に よ る

         自 律 的 な 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 形 成

（ １ ） 課 題 解 決 に 対 応 で

き る 体 制 づ く り の 支 援

（ ２ ） 地 区 ま ち づ く り 活 動 へ の 財 政 的

支 援

進 捗 状 況 の 確 認 ・ 評 価 に よ り 計 画 改 定

①
課
題
解
決
協
働
事
業
の
推
進

②
全
地
区
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
の
協
議
機
関
支
援

①
会
計
講
座
の
実
施

①
各
種
補
助
金
制
度
や
助
成
制
度
等
に
関
す
る
情
報
提
供
と
相
談

②
活
動
資
金
獲
得
へ
の
支
援

①
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
間
の
情
報
共
有
の
活
性
化
支
援

②
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
と
行
政
の
情
報
共
有

①
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
活
性
化
補
助
金
制
度
の
拡
充

②
一
括
交
付
金
制
度
の
調
査
研
究

③
地
区
ま
ち
づ
く
り
活
動
を
支
え
る
庁
内
体
制
づ
く
り
の
強
化

③
全
庁
的
な
情
報
共
有
の
強
化

②
会
計
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成

③
会
計
チ
ェ
ッ
ク
体
制
の
構
築
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新
・

富
士

市
ま

ち
づ

く
り

活
動

推
進

計
画

(
実

施
工

程
表

)
 
 
(
２

/
４

)

 
準

備
期

間
 

行
政

か
ら

地
区

へ
の

支
援

事
業

 
行

政
内

の
業

務
改

善
事

業
 

行
政

と
地

区
の

協
働

事
業

基
本

指
針

目
標

像
方

針
施

策

１
）

地
区

の
課

題
解

決
力

強
化

に
向

け
た

支
援

２
）

円
滑

な
組

織
運

営
に

向
け

た
支

援

３
）

多
様

な
立

場
の

人
々

の
参

画
促

進

４
）

市
職

員
の

ま
ち

づ
く

り
活

動
へ

の
参

画
促

進

令
和

6
年

度
令

和
7
年

度
令

和
8
年

度

社 会 情 勢 の 変 化 に 柔 軟 に 対 応 で き る 、 足 腰 の 強 い 、

将 来 に わ た っ て 持 続 可 能 な 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ づ く り

各 地 区 ま ち づ く り 協 議 会 の 主 体 的 な 活 動 に よ る

自 律 的 な 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 形 成

（ ３ ） 次 代 を 担 う 人 材 育 成 へ の 支 援

令
和

4
年

度
令

和
5
年

度

進 捗 状 況 の 確 認 ・ 評 価 に よ り 計 画 改 定

①
新
た
な
参
画
の
促
進

①
地
区
ま
ち
づ
く
り
活
動
の
運
営
を
担
う
総
務
企
画
担
当
役
員
の
研
修

③
役
員
選
出
に
関
す
る
参
考
事
例
の
情
報
提
供

①
市
職
員
向
け
ま
ち
づ
く
り
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
の
活
用

②
課
題
の
検
証
を
通
し
た
ま
ち
づ
く
り
活
動
へ
の
理
解
の
促
進

③
企
業
・
N
P
O
等
と
の
連
携
の
促
進

③
ま
ち
づ
く
り
地
区
担
当
職
員
制
度
の
研
究

②
人
材
育
成
に
関
す
る
庁
内
関
係
部
署
と
の
連
携
促
進

②
市
職
員
ま
ち
づ
く
り
地
区
担
当
班
の
活
性
化

①
地
区
の
課
題
把
握
と
ま
ち
づ
く
り
活
動
の
担
い
手
発
掘
へ
の
支
援

②
市
が
地
区
団
体
等
へ
委
嘱
し
て
い
る
各
種
委
員
の
見
直
し
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新
・

富
士

市
ま

ち
づ

く
り

活
動

推
進

計
画

(
実

施
工

程
表

)
 
 
(
３

/
４

)

 
準

備
期

間
 

行
政

か
ら

地
区

へ
の

支
援

事
業

 
行

政
内

の
業

務
改

善
事

業
 

行
政

と
地

区
の

協
働

事
業

基
本

指
針

目
標

像
方

針
施

策

１
）

ま
ち

づ
く

り
活

動
に

参
考

と
な

る
情

報
の

提
供

２
）

地
区

内
の

課
題

把
握

に
向

け
た

支
援

３
）

ま
ち

づ
く

り
活

動
の

情
報

発
信

強
化

に
向

け
た

支
援

４
）

地
区

間
の

情
報

共
有

の
促

進 ５
）

市
内

外
へ

の
発

信

６
）

ま
ち

づ
く

り
活

動
に

関
す

る
庁

内
情

報
共

有
体

制
の

整
備

令
和

4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度
令

和
8
年

度

社 会 情 勢 の 変 化 に 柔 軟 に 対 応 で き る 、 足 腰 の 強 い 、

将 来 に わ た っ て 持 続 可 能 な 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ づ く り

各 地 区 ま ち づ く り 協 議 会 の 主 体 的 な 活 動 に よ る

自 律 的 な 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 形 成

（ ４ ） ま ち づ く り 活 動 の 推 進 に 必 要 な 情 報 の 提 供

進 捗 状 況 の 確 認 ・ 評 価 に よ り 計 画 改 定

①
参
考
情
報
の
収
集
と
周
知

③
多
様
な
価
値
観
を
持
つ
人
と
の
交
流
支
援

③
デ
ジ
タ
ル
化
の
促
進

①
ま
ち
づ
く
り
交
流
会
の
充
実

②
行
政
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
活
動
の
情
報
発
信

①
地
区
広
報
の
発
信
に
向
け
た
支
援

②
幅
広
い
住
民
へ
の
情
報
提
供
支
援

①
ま
ち
づ
く
り
活
動
の
情
報
発
信
支
援

①
地
区
カ
ル
テ
（
地
区
内
情
報
）の
活
用
支
援

①
全
庁
的
な
情
報
共
有
の
場
の
創
設

②
住
民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
に
よ
る
地
区
課
題
把
握
に
向
け
た
支
援
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新
・

富
士

市
ま

ち
づ

く
り

活
動

推
進

計
画

(
実

施
工

程
表

)
 
 
(
４

/
４

)

 
準

備
期

間
 

行
政

か
ら

地
区

へ
の

支
援

事
業

 
行

政
内

の
業

務
改

善
事

業
 

行
政

と
地

区
の

協
働

事
業

基
本

指
針

目
標

像
方

針
施

策

１
）

地
区

の
状

況
に

対
応

し
た

運
営

力
向

上
の

支
援

２
）

地
区

の
課

題
解

決
に

向
け

た
計

画
的

な
事

業
実

施
と

評
価

の
支

援

３
）

地
区

の
拠

点
の

環
境

整
備

推
進

４
）

庁
内

調
整

連
携

体
制

の
整

備

令
和

4
年

度
令

和
5
年

度
令

和
6
年

度
令

和
7
年

度
令

和
8
年

度

社 会 情 勢 の 変 化 に 柔 軟 に 対 応 で き る 、 足 腰 の 強 い 、

将 来 に わ た っ て 持 続 可 能 な 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ づ く り

各 地 区 ま ち づ く り 協 議 会 の 主 体 的 な 活 動 に よ る

自 律 的 な 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ の 形 成

（ ５ ） 事 務 局 機 能 の 充 実 に 向 け た 支 援

進 捗 状 況 の 確 認 ・ 評 価 に よ り 計 画 改 定

②
総
務
・
企
画
・
広
報
部
門
の
運
営
力

向
上
へ
の
支
援

(事
務
局
運
営
ガ
イ
ド
ラ

①
負
担
軽
減
に
向
け
た
業
務
の
見
直
し
・
合
理
化

新
・
ま
ち
づ
く
り
活
動
推
進
計
画
の
進
捗
状
況
の
調
査

①
地
区
の
拠
点
の
整
備
推
進

評
価
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
行
動
計
画
の
進
捗
状
況
確
認

①
行
政
へ
の
手
続
き
の
合
理
化

②
総
務
・
企
画
・
広
報
部
門
の
運
営
力
向
上
へ
の
支
援

(事
務
局
運
営
マ
ニ
ュ
ア
ル

)

①
ま
ち
づ
く
り

行
動
計
画
の

推
進
支
援

②
行
政
窓
口
の
整
理

②
総
務
・
企
画
・
広
報
部
門
の
運
営
力
向
上

へ
の
支
援

(事
務
局
運
営
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

)
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第５章 計画推進について 

 

1 推進体制 

まちづくり協議会をはじめ、住民や地域コミュニティ活動団体に本計画を周知

し、目標像の共有を図るとともに、各地区の状況を踏まえながら、地区まちづく

り活動の効果等を確認し、計画の推進に取り組みます。 

 

 

2 進捗管理 

地区の活動状況やまちづくり行動計画の進捗評価を踏まえ、目標像に基づいた

事業が実施できるよう年度レビューを行い、計画の進捗管理を行います。また、

客観的な視点から進捗状況を確認するため、（仮称）富士市まちづくり活動推進

審議会を新たに設置します。審議会ではＰＤＣＡサイクルにより、進捗管理・評

価だけでなく、計画の見直しや更新を含めた総合的な管理を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan Do

CheckAction

計画策定 
新・富士市まちづくり活動推進

計画 

計画の推進 
まちづくり協議会や町内

会・区等の様々な主体と

の連携・協働による事業

の実施 

計画の見直し 
評価結果や社会状況の変化を踏

まえた計画の見直し 

点検・評価 
(仮称)富士市まちづくり活動推

進審議会において、事業の実施

状況を点検・評価 

図表 11 ＰＤＣＡサイクル 
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3 中長期を見据えた伴走支援による取組の推進 

 

これまで各地区において、主体的かつ自発的に行われてきた地区まちづくり活

動の取組を活かし、更に発展させていくためには、短期間での地区役員交代によ

る引継ぎ不足や事業の停滞を防ぐことが必要です。また、役員の長期間にわたる

固定化は、安定した組織運営につながる一方、新しい事業へのチャレンジや新た

な担い手が育成されにくい一面もあり、役員選出が円滑に行われる仕組みを作る

ことが必要です。 

また、将来的な支援として、まちづくり協議会の法人化を見据えた組織整備も

視野に入れる必要があります。 

一方、行政から地区へ依頼する事項が多様化し、地区役員の負担感が増してい

ます。地区と行政が対等な関係を維持していくためには、行政内において、地区

に関わる情報や課題を共有し、地区への過度な依頼や業務分担が行われないよう

調整する横断的な仕組みと行政内の人的・財政的支援体制を整える必要がありま

す。 

さらに、市職員は、地区まちづくり活動の意義を理解するとともに、自身がま

ちづくり活動の担い手となり、地区と行政との協働を実際に体感し、意識(志)を

高めていくことが必要です。 

このことから、地域コミュニティと行政のパートナーシップに向け、行政から

の一律的な支援に留まらず、地区に応じたきめ細かな支援を提供する伴走支援に

より取組を推進します。 
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用語解説 

 
1.地域と地区 「地域」は、かなり広い面的な範囲から狭い範囲ま

で土地の広がりを示す言葉であり、使われる場面、
視点によってイメージが異なります。 
本計画においては、「地区」より狭い「町内会・区」、
また、それより広い「合併前の旧市町」「中学校区」
などを指す場合があります。 
一方、「地区」は、日常の近隣生活圏として、通常、
徒歩で行き来できる範囲、概ね小学校区の範囲を「地
区」として位置付けています。 

2.地域内分権 地域内分権とは、住民の生活の質の向上や地域の発
展に繋げるよう、行政から地域に対して権限移譲す
ることです。 
本計画で目指す地域内分権は、各地区の実情に合っ
た行政サービスの提供といった行政内部の改革(全
庁的な情報共有の体制の整備、地区住民主体のまち
づくりセンター運営、包括補助金・地区に裁量権の
ある交付金など)とともに、まちづくり協議会と行政
がまちづくりのパートナーとして適切な役割分担に
より課題を解決していく、協働によるまちづくり活
動を推進するものです。 

3.地域自治 地域の関わる様々な問題について、情報を共有し、
地域における多様な主体が役割を明確にして、問題
解決をしていく仕組みです。 

4.パートナーシップ 持続可能な地域コニュニティづくりの観点から、地
域に密着した公共サービスを提供していく上で欠か
せない考え方です。地区と行政がまちづくりのパー
トナーとして、適切な役割分担によって課題を解決
していくことができるよう、具体的な仕組みが検討
され、互いにやるべきことがわかっている状態を言
います。 

5.ＳＤＧｓ 持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ：Sustainable 
Development Goals)とは、平成 27(2015)年 9 月の国
連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続
可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載され
た、2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す
国際目標です。17 のゴール・169 のターゲットから
構成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓
っています。 

6.ＩＣＴ 情報通信技術（Information and Communications 
Technology）の略で、通信技術を活用したコミュニケ
ーションを指し、情報処理だけでなく、インターネ
ットのような通信技術を利用した産業やサービスな
どの総称です。 
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7.コミュニティビジネ

ス 

コミュニティビジネスは、地域課題の解決を「ビジ
ネス」の手法で取り組むものであり、地域の人材や
ノウハウ、施設、資金を活用することにより、地域に
おける新たな創業や雇用の創出、働きがい、生きが
いを生み出し、地域コミュニティの活性化に寄与す
るものと期待されています。 

8.クラウドファンディ

ング 

群衆を意味する「クラウド（crowd）」と資金調達
を意味する「ファンディング」からできた造語。イ
ンターネットを利用して事業に賛同した不特定多数
の人から小口のお金を集めるのが特徴です。 

9.市役所プラン 富士市立高校の探求プログラムである「究タイム」
おいて、2年生の全生徒が、地域の課題を発見し、そ
の解決を目指して何ができるか、半年間じっくりと
向き合う学習です。生徒が自分の興味や関心を基に
グループを組み、本市の課題解決（魅力創出）のため
のアイデアを考え、プランにまとめた上で市役所の
方や地域の方に提案します。 

10.ＳＮＳ Social Networking Service(Site)の略。インターネ
ット上で友人を紹介しあって、個人間の交流を支援
するサービス（サイト）。誰でも参加できるものと、
友人からの紹介がないと参加できないものがありま
す。 

11.地区カルテ 各地区の将来の人口推計や健康データ、地域資源情
報などをとりまとめ、「データとして見える化」した
ものです。地区の情報や将来の姿を共有し、課題解
決に向けた取り組みを考えていくためのツールとし
て活用します。 

12.まちづくり室 地区まちづくりセンターにおいて、地区まちづくり
活動の拠点となる場として、主にまちづくり活動団
体が使用することができる部屋のことです。 

13.ふるさと納税 自分の生まれ故郷はもちろん、お世話になった地域
や、これから応援したい地域の力になりたいという
思いを実現し、「ふるさと」へ貢献するための制度で
す。住所地へ納税する住民税を実質的に移転する効
果がある仕組みですが、寄附金税制を活用していま
すので、法律上は、寄附とそれに伴う税の軽減を組
み合わせたものです。 
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